




























（ 1 ）　清宮四郎『法律学全集 3 　憲法Ⅰ〔新版〕』（有斐閣、1971年）330頁。























































（ 6 ）　代表例として野坂・前掲注（ 3 ）、中川丈久「行政事件訴訟法の改正―その前提となる公法学
的営為―」公法研究63号124頁（2001年）、曽和俊文「行政訴訟制度の憲法的基礎」ジュリスト
1219号60頁（2002年）、宍戸常寿「司法のプラグマティク」法学教室322号24頁（2007年）。





























































（20）　本稿では詳細には立ち入らないが、詳細は同上、 3 ⊖ 5 頁を参照されたい。
（21）　渋谷・前掲注（ 5 ） 5 頁。なお、本稿では直接引用しなかったが非訟事件については山本和彦
「非訟事件手続法・家事事件手続法の制定の理念と課題」法律時報第83巻11号 4 頁（2011年）も
参照されたい。

























































































































（40）　高橋和之「司法の観念」樋口陽一編『講座憲法学 6  権力の分立【 2 】』23⊖24頁（日本評論社、
1995年）。
































































































と「機関」が対応するという理解であった（50）。言い換えれば「 1 作用 1 機関対
応型」の権力分立観ということができよう（51）。しかしドイツやアメリカにおい
































































































　従来からの「 1 対 1 対応型」の権力分立観に立つ場合、裁判所に付与できる
権限は司法権に限られることとなる。しかし争訟性を備えず、相手方も存在し
ない手続きを司法の領域に組み込むことは、先述のようにその領域をよほど拡
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裁判所に与えられているという理解からは、機能的な発想との親和性がうかが
われる。もっとも、機能的な権力分立論に立った場合においても無限界とはな
らない。まず、他の権力部門の中核に当たる部分を侵害することは認められな
いことから、立法権や行政に固有の権限の付与も否定される。また、先述の司
法権の観点からの限界とも重複するが、裁判所は非政治的部門であることか
ら、能動的な権限や政策形成も否定されよう。そして権力分立のみならず、国
民主権や法の支配等の諸原理との関係からの検討も、今後必要とされるところ
である。
　非争訟的非訟事件をどのように把握し、どのようにその限界を設定するのか
については司法権論のみならず、権力分立論からの検討も必要とされる問題で
ある。本稿ではアメリカやドイツの議論を概観し、機能的な権力分立論との親
和性を主張したが、より具体的にどのような権力分立論を採用すべきかについ
ては今後の課題として残されている。また、非訟事件として付与できる権限の
限界等についても、権力分立論の検討とあわせてなされるべきところから、本
稿では現時点における方向性を示すにとどまった。それらの課題については別
稿を機し、稿を閉じたい。
 ―なるせ　トーマス　まこと・宮崎大学地域資源創成学部専任講師―
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